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昭和 48年 9月
原産体tll特別委員会

座長 石 澤 廣 已

本委鼻会は、原孝の夕 方́
な―らび準将来体lllに?き :そ

の方

向づけを行なう各
あ、 7月 13〒 準

矛 1回碁秀亀委爵会を開い
,

そふ熟 豪表にあたり1討を重
ね.た結果t9月 11‐ 日開催の :

オ4回特lll委員会にかいて成案
をとりまとめたのでこここに

次の通

"報

告する.。
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 1原 産 の将 来 体 制 に つ い て

‐ 躍編覇墾曇|‐ |
わが国のエネルギー問題の緊要性、とくにそ

の中にかける原子

力の重要性は一段と高まつているが、これを長期的
晨望の中で誤

りなく提え、万全の対策を確立こ
推進 していくためには、小い視

野に立つて各界の莫知を集め、文字通 り
国民的事業に応わしい体

制で原子力開発を進める必要が痛感される。そ
のため原子力産業

会議は、この際、そのあり方_組織ならびに活動等
につき基本的

.

な見直しを行ない、新たな体静を打ち立
てる必要がある。当委員

会はこの観点から数次にわたり平原子力誌発を
めぐる諸情勢奮総

合的に分析し、さらにそれに対応した体制
の具体案につき検討を

行なつた。

A.体制改革の基本方針

1.エネルギー問題の緊要性から、速やかに強力な総合的
エネ

ルギ=・ ポリシイ・
ボー ドの設置が望まれる力ヽ これは原産

体行も問題とは一応別途に今後さら
に考慮すべき問題であろ ?`

原子力についてはこその中で総合
エネルギーにおけるはつき

りした位置づけが行なわれる必要がある。
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